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美里町創業支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、本町での創業を促進し産業の振興及び雇用の創出を図るた

め、町内で新たに創業する者に対し、予算の範囲内において美里町創業支援事

業補助金（以下、「補助金」という。）を交付することに関し、美里町補助金

等交付規則（平成１６年美里町規則第４６号）に定めるもののほか、必要な事

項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

（１）創業 所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２２９条に規定する開業

等の届出により、新たに町において事業を開始すること、又は事業を営んだ

ことのない個人が新たに法人を設立し、町において事業を開始することをい

う。 

（２）創業の日 個人にあっては管轄する税務署に提出した開業等の届出に記

載された開業日を、法人にあっては登記簿謄本（全部事項証明書）及び定款

に記載された設立日をいう。 

（３）事務所 事業の用に供する事務所、店舗、工場等（仮設、臨時その他の

設置が恒常的でないものを除く。）をいう。 

 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、町にお

いて創業を希望する者であって、次の各号の要件の全てに該当するものとする。 

（１）補助金の採択申請年度以降に創業を行うこと。 

 （２）個人開業又は会社（会社法（平成１７年法律第８６号）上の株式会社、

合同会社、合名会社又は合資会社をいう。以下同じ。）を町内に設立若し

くは町内に事務所、事業所を設置すること。 

 （３）業種にあっては、別表第１に掲げる業種であること。 

 （４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第２号に規定する暴力団若しくは同条第６号に規定する暴力団

員でない者又はそれらと密接な関係を有しないこと。 

 （５）市町村税の滞納がないこと。 

 （６）過去にこの要綱に基づく創業による助成を受けていないこと。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業を営む者は、

補助対象者としない。 

（１）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第
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１２２号）の規定により許可又は届出を要する事業 

 （２）他の者が行っていた事業を継承して行う事業 

（３）その他町長が適当でないと認める事業 

 

（補助対象事業、補助率及び上限額等） 

第４条 補助対象事業、補助率及び補助金の上限額等は、別表第２に定める。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業は、補助対象

としない。 

（１）会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第３号に規定する子会社が行

う事業 

（２）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条に該当する事 

  業 

（３）法令等に違反する事業 

（４）その他町長が補助金の交付を適当でないと判断する事業 

 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の対象となる経費（以下、「補助対象経費」という。）は、別表

第３のとおりとする。ただし、補助対象経費のうち別表第４に掲げる経費に該

当する場合は、補助の対象としない。 

２ 補助対象経費について、補助事業の採択決定日前の経費は、補助の対象とし

ない。 

３ 前２項の規定にかかわらず、国、県その他の機関から同一の補助対象経費に

ついて、この補助金と趣旨を同じくする補助金等の交付を受けている場合は、

補助対象経費の合計額から当該補助金等の額を差し引いたものを補助対象経費

とする。 

 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費に補助率を乗じて得た額の合計とする。 

２ 前項の規定による補助金の額に１，０００円未満の端数が生じたときは、こ

れを切り捨てるものとする。 

 

（補助対象期間） 

第７条 補助対象期間は、補助金の採択決定日から、１年以内とする。 

 

（事業計画書の提出） 

第８条 補助金の交付を受けようとする補助対象者（以下、「申請者」という。）

は、事業計画申請書（様式第１号）を町長に提出しなければならない。 

２ 事業計画申請書の提出に当たっては、補助対象事業ごとに別表第５に定める
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関係書類を添付するものとする。 

 

（補助事業の採択） 

第９条 町長は、前条の規定による事業計画書の提出があったときは、内容を審

査し、採択の可否について決定し、美里町創業支援事業補助金採択通知書（様

式第７号）又は美里町創業支援事業補助金不採択通知書（様式第８号）により

申請者に通知するものとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第１０条 前条の規定による採択を受けた申請者は、美里町創業支援事業交付申

請書（様式第９号）を町長に提出しなければならない。 

２ 補助金の交付申請に当たっては、別表第５に定める関係書類を添付するもの

とする。 

 

（補助金の交付決定） 

第１１条 町長は、前条の規定による申請があったときは、内容を審査し、交付

することの可否について決定し、美里町創業支援事業補助金交付決定通知書（様

式第１０号）又は美里町創業支援事業補助金不交付決定通知書（様式第１１号）

により申請者に通知するものとする。 

 

（事業計画の変更等） 

第１２条 補助金の採択を受けた者（以下「補助事業者」という。）が事業計画

書又は収支予算書の支出の区分間の変更をしようとするときは、美里町創業支

援事業計画等変更承認申請書（様式第１２号。以下「計画変更申請書」という。）

により、町長の承認を受けなければならない。ただし、事業計画書の内容の軽

微な変更で補助金額が変更にならないものについてはこの限りでない。 

２ 各補助事業における添付書類は、別表第６に定める。 

３ 町長は、前項の計画変更申請書の内容を審査し、その結果を美里町創業支援

事業計画等変更承認（不承認）通知書（様式第１３号）により補助事業者に通

知するものとする。 

 

（実績報告） 

第１３条 補助事業者は、事業が完了したときは、美里町創業支援事業補助金実

績報告書（様式第１４号。以下「実績報告書」という。）を町長に提出しなけ

ればならない。 

２ 各補助事業における添付書類は、別表第７に定める。 

３ 第１項の実績報告書の提出期限は、補助対象事業完了の日から３０日以内と

する。 
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（補助金の確定） 

第１４条 町長は、前条の規定により実績報告書が提出されたときは、審査又は

調査を行い、適当と認めたときは、補助金の額を確定し、美里町創業支援事業

補助金確定通知書（様式第１６号）により、補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の請求等） 

第１５条 前条の確定通知を受けた補助事業者は、美里町創業支援事業補助金交

付請求書（様式第１７号）により、町長に補助金を請求するものとする。 

２ 町長は、前項の規定による請求があったときは、その内容を確認し、適当と

認めるときは、補助金を交付するものとする。 

 

（書類の整備） 

第１６条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備

え、かつ、当該収入及び支出についての証拠書類を整備し、保管しておかなけ

ればならない。 

２ 前項の規定する帳簿及び証拠書類の保管期間は、補助事業を完了し、又は廃

止した年度の翌年度から５年間とする。 

 

（交付決定の取消し） 

第１７条 町長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当したときは、補助金

の全部又は一部を取り消すことができる。この場合において、当該取消しに係

る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、返還を命ずるものとする。

（１）虚偽の申請又は事業計画の目的と著しく異なる活動を行ったとき。 

（２）補助金を他の用途に使用したとき。 

（３）補助金交付の条件に違反したとき。 

（４）補助金の採択決定日から１年以内に補助事業が完了しないとき。 

（５）補助事業完了後３年を経過する前に補助対象事業を廃止したとき。ただ

し、災害その他町長がやむを得ない理由があると認める場合は、この限り

ではない。 

（６）その他町長の指示に従わなかったとき。 

 

（事業状況報告） 

第１８条 補助事業者は、補助事業が完了した年度の翌年度から３年間、補助事

業の成果に係る毎年度の状況について、美里町創業支援事業補助金状況報告書

（様式第１８号）により町長に報告しなければならない。 

 

（財産処分の制限） 
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第１９条 補助事業者は、当該補助事業により取得した財産について、減価償却

資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）の当該財産に

関して定める期間内に、町長の承認を受けないで、補助金等の交付の目的に反

して使用し、譲渡し、交換し、貸付け、又は担保に供してはならない。 

 

（その他） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、告示の日から施行する。 

 


